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ま え が き 

 

 財政事情の公表は、川越市財政事情の作成及び公表に関する条例第２条の規定によ

り、年２回（上半期及び下半期）公表することとされており、本市の財政状況について市民

の皆様にご報告するものであります。公表の都度、予算及び決算の概要、予算に対する

収入及び支出の概況等について報告しておりますが、今回の公表では、平成１７年度予

算及び平成１６年度下半期、即ち平成１６年１０月１日から平成１７年３月３１日までの予

算の執行状況及び公営事業の経理状況等についてご報告いたします。 

 なお、平成１６年度下半期の公表の数値は、３月３１日現在のものであり、地方自治法

第２３５条の５により予算執行の残務を整理する期間（出納整理期間）があるため、決算

数値とは異なります。 
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■ 平成１７年度川越市当初予算の概要 
 
     地方財政を取り巻く環境は、国の「三位一体の改革」による国庫補助負担金の廃止・縮減、地方交付税の総

額抑制等の影響により、年々厳しさが増しています。こうした現状を踏まえ平成１７年度当初予算は、自主財源

の積極的な確保に努めるとともに、徹底した行政改革により簡素で効率的な行財政運営を進め、中核市として

独自のまちづくりを推進するため限られた財源の重点的かつ効率的な配分を行いました。 
一般会計当初予算は、前年度当初予算対比で１０．１％減、８７３億２，０００万円の予算規模に、特

別会計当初予算は総合計で前年度当初予算対比５．７％増、８２０億６，２６５万９千円の予算規模とな
りました。 
 

平成１７年度会計別予算額     （△印  減）        

87,320,000 97,100,000 △ 9,780,000 △ 10.1

82,062,659 77,625,838 4,436,821 5.7

26,406,800 25,192,000 1,214,800 4.8

事業勘定 26,083,400 24,869,100 1,214,300 4.9

施設勘定 323,400 322,900 500 0.2

20,460,379 19,464,067 996,312 5.1

63,310 55,600 7,710 13.9

10,029,600 9,046,400 983,200 10.9

96,450 52,800 43,650 82.7

3,069,000 3,396,300 △ 327,300 △ 9.6

240,700 276,200 △ 35,500 △ 12.9

第 一 155,600 185,200 △ 29,600 △ 16.0

第 二 85,100 91,000 △ 5,900 △ 6.5

68,500 69,100 △ 600 △ 0.9

188,900 628,200 △ 439,300 △ 69.9

372,600 873,800 △ 501,200 △ 57.4

9,907,370 9,567,113 340,257 3.6

11,159,050 9,004,258 2,154,792 23.9

△ 3.1

交 通 災 害 共 済

△ 5,343,179

平成１７年度
当初予算額
（千円）

平成１６年度
当初予算額
（千円）

169,382,659

休日急患・小児夜間診療

水 道

　対前年度
増減率
（％）

　対前年度
増減額
（千円）

公 共 下 水 道

介 護 保 険

母子寡婦福祉資金貸付

競 輪

農 業 集 落 排 水

西口土地区画整理

特 別 会 計 合 計

区分
会計別

一 般 会 計

老 人 保 健 医 療

174,725,838

国 民 健 康 保 険

公 共 地 下駐 車場

合計

 

用語解説  

三位一体の改革 ・・・ 政府が示した経済活性化戦略、いわゆる「骨太の方針」のうち、国と地方の税財政改革の通

称。地方税の充実、補助金の抑制、地方交付税の削減を同時に成し遂げることで、国と地

方の財政健全化および地方の自立を実現することを目標としている。 

一般会計 ・・・ 市の行政運営の基本的な経費を計上したもの。 

特別会計 ・・・ 特定の事業を行うにあたり、一般会計と区別し、特定の歳入を特定の歳出に充てて経理する会計。 
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一般会計歳入（款別）             （△印  減） 

当初予算額
　（千円）

構成比

（％）

増減率

　（％）
市民一人当たり

当初予算額（円）

当初予算額
（千円）

構成比

　（％）

47,565,286 54.5 1.4 143,162 46,897,843 48.3

2,063,300 2.4 47.0 6,210 1,403,500 1.4

142,000 0.2 △ 64.3 427 398,000 0.4

95,238 0.1 0.0 287 95,238 0.1

36,000 0.0 △ 34.3 108 54,762 0.0

95,000 0.1 11.8 286 85,000 0.1

2,952,000 3.4 4.1 8,885 2,836,000 2.9

760,000 0.9 7.0 2,287 710,000 0.7

1,729,800 2.0 △ 17.8 5,206 2,103,500 2.2

2,000,000 2.3 △ 42.2 6,020 3,462,000 3.6

60,000 0.1 0.0 181 60,000 0.1

788,451 0.9 1.4 2,373 777,487 0.8

1,702,708 1.9 △ 1.1 5,125 1,722,327 1.8

8,334,350 9.5 1.9 25,085 8,175,390 8.4

2,216,306 2.5 12.3 6,671 1,974,384 2.0

622,614 0.7 113.9 1,874 291,053 0.3

1,620 0.0 161.3 5 620 0.0

2,668,300 3.1 14.5 8,031 2,331,246 2.4

2,300,000 2.6 4.5 6,923 2,200,000 2.3

4,351,827 5.0 △ 4.0 13,098 4,533,650 4.7

6,835,200 7.8 △ 59.8 20,573 16,988,000 17.5

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

財 産 収 入

市 債

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 交 付 税

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

100.0

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

ゴ ル フ場 利 用 税 交 付金

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

△ 10.1

平成１７年度

262,817

平成１６年度

97,100,000 100.0歳 入 合 計

　　　　　　　　　　　　 　　　　 区分

款別

87,320,000
 

 市民一人当たり当初予算額は平成１７年３月３１日現在の人口３３２，２４７人にて算出。 

市税 その他

市税

国庫支出金 市債 諸収入

その他

0 10,000,000 20,000,000 30,000,000 40,000,000 50,000,000 60,000,000 70,000,000 80,000,000 90,000,000 100,000,000

平成１７年度

平成１６年度

市税 国庫支出金 市債 諸収入 その他

 
     用語解説 

市税 ・・・ 市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、特別土地保有税、事業所税等。 

国庫支出金 ・・・ 一定の事業に使いみちを特定して国から交付されるもの。 
市債 ・・・ 国や金融機関等からの借入金。 
諸収入 ・・・ 税の延滞金、預金利子、競輪等の収益事業収入といった他の収入科目に含まれないもの。 
グラフ中のその他 ・・・ 地方消費税交付金、繰入金、繰越金、県支出金、地方譲与税、地方交付税等。 
地方交付税 ・・・ 全国の地方公共団体で一定の行政サービスを提供できるよう、国税５税（所得税、法人税、酒税、 

消費税、たばこ税）の一定割合がそれぞれの地方公共団体の財政力に応じて交付されるもの。 

市税は 
法人市民税及び

固定資産税の

増が見込まれま

す。 

地方交付税は

「三位一体の

改革」により 
大幅な減が見

込まれます。 

（単位：千円）

市債の減は 
減税補てん債

借換債の減に

よるものです。
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一般会計歳出（款別）        （△印  減）  

当初予算額
　（千円）

構成比
（％）

増減率
　（％）

市民一人当たり
当初予算額
（円）

当初予算額
（千円）

構成比
　（％）

667,614 0.8 1.0 2,009 661,149 0.7

8,978,964 10.3 △ 6.5 27,025 9,607,740 9.9

26,929,998 30.8 6.5 81,054 25,281,282 26.0

12,271,374 14.1 5.8 36,935 11,597,640 12.0

456,104 0.5 △ 9.7 1,373 505,199 0.5

1,144,850 1.3 △ 3.4 3,446 1,184,968 1.2

2,623,748 3.0 △ 8.0 7,897 2,853,327 2.9

9,419,747 10.8 △ 12.7 28,352 10,795,191 11.1

3,740,080 4.3 0.5 11,257 3,721,816 3.8

12,583,816 14.4 △ 17.9 37,875 15,326,933 15.8

2,000 0.0 0.0 6 2,000 0.0

8,090,614 9.3 △ 46.9 24,351 15,228,619 15.7

281,091 0.3 20.1 846 234,136 0.3

130,000 0.1 30.0 391 100,000 0.1

総 務 費

民 生 費

平成１６年度平成１７年度　　　　　　　　　　区分

款別

議 会 費

97,100,000 100.087,320,000 100.0 △ 10.1

予 備 費

262,817

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災害復旧費

歳 出 合 計

公 債 費

諸 支 出 金

衛 生 費

労 働 費

農林水産業費

商 工 費

 
 市民一人当たり当初予算額は平成１７年３月３１日現在の人口３３２，２４７人にて算出。 

民生費 教育費 衛生費 土木費 総務費 公債費 その他

民生費 教育費 衛生費 土木費 総務費 公債費 その他

0 10,000,000 20,000,000 30,000,000 40,000,000 50,000,000 60,000,000 70,000,000 80,000,000 90,000,000 100,000,000

平成１７年度

平成１６年度

民生費 教育費 衛生費 土木費 総務費 公債費 その他

   用語解説  
民生費 ・・・ 児童、高齢者、障害を持った方のための福祉施設の整備や運営、生活保護の実施等のための経費。 
教育費 ・・・ 学校教育や生涯学習の充実、芸術・文化・スポーツ振興等のための経費。 
衛生費 ・・・ 保健衛生、環境保全等のための経費。 
土木費 ・・・ 道路整備、河川改修、公園・市営住宅の整備や管理等の経費。 
総務費 ・・・ 選挙事務、戸籍事務、徴税事務、庁舎管理等の経費。 
公債費 ・・・ 借入金の元金、利子の返済のための経費。 
グラフ中のその他 ・・・ 商工費、農林水産業費、議会費、労働費、諸支出金、予備費、災害復旧費。 
減税補てん債 ・・・ 地方税の減税分を補てんするため、特例として認められている地方債。市が一時的に借り入れるが、

その償還金は交付税で措置される。 

教育費の減は 

仮称菅間学校給

食センター建設事

業の減によるもの

です。 

公債費の減は 

減税補てん債の

一括償還の減に

よるものです。 

(単位:千円) 
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    一般会計歳出（性質別）       （△印  減） 

当初予算額
　（千円）

構成比
（％）

増減率
　（％）

市民一人当たり
当初予算額
（円）

当初予算額
（千円）

構成比
　（％）

人 件 費 21,429,684 24.5 △ 0.1 64,499 21,458,876 22.1

物 件 費 14,052,582 16.1 1.9 42,296 13,794,820 14.2

維 持 補 修 費 776,341 0.9 △ 2.8 2,337 798,346 0.8

補 助 費 等 6,276,641 7.2 0.8 18,892 6,227,414 6.4

扶 助 費 14,151,079 16.2 6.8 42,592 13,248,252 13.7

普通建設事業費 10,131,016 11.6 △ 25.4 30,492 13,574,717 14.0

災害復旧事業費 2,000 0.0 0.0 6 2,000 0.0

公 債 費 8,090,511 9.3 △ 46.9 24,351 15,228,516 15.7

積 立 金 8,058 0.0 △ 58.8 24 19,578 0.0

投資及び出資金 574,000 0.7 △ 2.5 1,728 588,800 0.6

貸 付 金 2,528,134 2.9 △ 4.4 7,609 2,645,552 2.7

繰 出 金 9,169,954 10.5 △ 2.6 27,600 9,413,129 9.7

予 備 費 130,000 0.1 30.0 391 100,000 0.1

平成１６年度

97,100,000 100.0△ 10.1歳 出 合 計

　　　　　　　　　　　区分

性質別

87,320,000 100.0

平成１７年度

262,817

 

 市民一人当たり当初予算額は平成１７年３月３１日現在の人口３３２，２４７人にて算出。 

人件費 扶助費 物件費 繰出金 その他

人件費 扶助費 物件費

普通
建設事業費

繰出金 その他

0 10,000,000 20,000,000 30,000,000 40,000,000 50,000,000 60,000,000 70,000,000 80,000,000 90,000,000 100,000,000

平成１７年度

平成１６年度

人件費 扶助費 物件費 普通建設事業費 繰出金 その他
（単位：千円）

 

   用語解説  
人件費 ・・・ 職員給与等の勤労の対価、報酬として支払われる経費。 
扶助費 ・・・ 生活保護、児童手当等の各種扶助の経費。 
物件費 ・・・ 公共料金、旅費、消耗品の購入費等の消費的性質の経費。 
普通建設事業費 ・・・ 道路、橋りょう、学校、庁舎等の公共・公用施設の建設のための経費。 
繰出金 ・・・ 一般会計から特別会計、または運用基金へ支出される経費のこと。 
グラフ中のその他 ・・・ 公債費、補助費等。

普通建設 

事業費の減は 

仮称菅間学校

給食センター建

設事業の減に

よるものです。 
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平成１７年度の主要な事業（一般会計） 
 

（単位：千円）

款別 事　　　業　　　名 予算額

電子申請共同システム開発・運用　【新規】 12,477

第三次総合計画策定 10,352

地域振興ふれあい拠点施設整備 54,418

仮称東部地域ふれあいセンター（南古谷等）建設 13,831

防犯活動の促進 29,016

鉄道等整備改善対策  （南古谷駅バリアフリー施設整備） 56,794

緊急市町村道安全対策事業　【新規】 30,000

成年後見制度利用支援　【新規】 1,620

民間福祉施設補助（障害者施設） 78,212

民間福祉施設補助（高齢者施設） 636,994

健康長寿奨励金支給 198,100

老人憩いの家整備 72,830

民間保育所補助等 463,967

乳幼児医療費支給 647,388

つどいの広場事業　【新規】 2,100

健診未受診訪問　【新規】 525

特定不妊治療支援 8,000

基本健康診査 452,227

環境基本計画策定　【新規】 4,216

住宅用太陽光発電システム設置費補助 28,000

西清掃センター補修整備 180,374

その他プラスチック製容器包装類分別収集 307,542

し尿処理施設整備 519,516

産業廃棄物不適正処理監視 11,540

総務費

民生費

衛生費
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（単位：千円） 

款別 事　　　業　　　名 予算額

就職面接会の開催　【新規】 432

旧川越福祉センター運営事業補助　【新規】 22,000

農業用機械借入補助　【新規】 1,240

園芸特産振興施設整備事業　【新規】   （アグリ・チャレンジャー支援事業） 36,000

鏡山酒造跡地活用推進 33,450

商店街宅配サービス事業補助　【新規】 2,000

義経関連事業等補助　【新規】 8,500

新河岸川観光舟運　【新規】 1,000

川越まつり協賛会補助 68,510

ゆずりあい道路整備 49,750

川越北環状線関連道路整備 【新規】 34,000

霞ヶ関駅周辺整備 2,038,756

本川越駅周辺地区整備 190,694

歴史的地区環境整備街路 117,000

仮称森林公園整備 10,806

伊佐沼公園整備 19,500

防災施設設置管理 42,669

自主防災組織活動補助 5,400

災害時緊急マニュアル策定　【新規】 1,000

英語指導助手派遣事業 75,278

すくすく子どもサポーター配置事業 6,030

スクールボランチ事業　【新規】 9,630

月越小学校改築等 602,500

河越館跡整備 27,786

仮称高階地区公共施設建設 153,430

労働費

教育費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費
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■ 平成１６年度予算に対する収入及び支出の概況 

１． 一般会計            （平成１７年３月３１日現在） 

 歳入                                         （△印  減） 

予算現額

  A         千円

収入済額

  B         千円

予算現額と収
入済額との比
較(B－A)千円

予算対比

(Ｂ/Ａ)　％

46,897,843 46,095,729 △ 802,114 98.2
1,403,500 1,200,972 △ 202,528 85.5
398,000 307,522 △ 90,478 77.2
95,238 66,509 △ 28,729 69.8
54,762 79,282 24,520 144.7
85,000 98,135 13,135 115.4

2,836,000 2,961,232 125,232 104.4
710,000 758,548 48,548 106.8
1,773,693 1,773,693 0 100.0
2,541,084 2,640,226 99,142 103.9
60,000 64,590 4,590 107.6
777,487 708,482 △ 69,005 91.1
1,722,327 1,610,922 △ 111,405 93.5
8,508,925 7,313,675 △ 1,195,250 85.9
2,015,944 1,653,467 △ 362,477 82.0
188,465 191,520 3,055 101.6
620 6,150 5,530 991.9

161,140 129,894 △ 31,246 80.6
3,625,018 3,625,017 △ 1 99.9
4,543,544 3,331,776 △ 1,211,768 73.3
17,340,100 8,796,400 △ 8,543,700 50.7

95,738,690 83,413,741 △ 12,324,949 87.1

株式等譲渡所得割交付金

配 当 割 交 付 金

            　　　                  区分

款別

利 子 割 交 付 金

市 税
地 方 譲 与 税

ゴルフ場利用税交付金

地 方 消 費 税 交 付金
自動車取得税交付金
地 方 特 例 交 付 金
地 方 交 付 税
交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金
使 用 料 及 び 手 数料
国 庫 支 出 金
県 支 出 金
財 産 収 入

市 債

寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入

歳 入 合 計
 

前年度からの継続費逓次繰越財源等（繰越金２１１，５４２千円）を含む。  
 
歳出 

予算現額

  A         千円

支出済額

  B         千円

予算現額と支出
済額との比較
(A－B)　千円

予算対比

（Ｂ/Ａ）　％

661,149 624,261 36,888 94.4

9,613,173 7,149,983 2,463,190 74.3

24,821,091 20,461,335 4,359,756 82.4

11,461,988 10,138,764 1,323,224 88.4

423,429 394,681 28,748 93.2

1,205,208 1,002,693 202,515 83.1

2,832,284 1,718,302 1,113,982 60.6

10,675,828 7,093,005 3,582,823 66.4

3,715,630 3,684,021 31,609 99.1

14,850,048 12,000,580 2,849,468 80.8

2,000 0 2,000 0.0

15,304,867 15,052,671 252,196 98.3

94,235 88,061 6,174 93.4

77,760 0 77,760 0.0

95,738,690 79,408,357 16,330,333 82.9歳 出 合 計

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

                  　　　　区分

款別

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農林水産業費

 
前年度からの継続費逓次繰越額等（衛生費１千円、土木費２１１，５４１千円）を含む。



- 9 - 

２． 特別会計 
 歳入                          （△印  減） 

予算現額

 Ａ　　　　千円

収入済額

Ｂ　　　　　千円

予算現額と収入
済額との比較
（B－A）　　　千円

予算対比

(Ｂ/Ａ) 　％

25,711,622 23,282,737 △ 2,428,885 90.5

20,131,572 17,727,029 △ 2,404,543 88.0

55,600 46,697 △ 8,903 83.9

9,150,204 7,527,010 △ 1,623,194 82.2

78,390 85,668 7,278 109.2

3,396,300 2,226,451 △ 1,169,849 65.5

276,200 212,163 △ 64,037 76.8

69,100 62,499 △ 6,601 90.4

530,145 319,336 △ 210,809 60.2

781,774 94,926 △ 686,848 12.1

60,180,907 51,584,516 △ 8,596,391 85.7

休日急患・小児夜間診療

介 護 保 険

競 輪

公 共 地 下 駐 車 場

合 計

交 通 災 害 共 済

西 口 土 地 区 画 整 理

母子寡婦福祉資金貸付

農 業 集 落 排 水

　　　　　　　　          　　　区分

会計別

国 民 健 康 保 険

老 人 保 健 医 療

 
 
 
 歳出           

予算現額

 Ａ　　　　千円

支出済額

Ｂ　　　　千円

予算現額と支出
済額との比較
（A－B）　　　千円

予算対比

(Ｂ/Ａ) 　％

25,711,622 24,340,979 1,370,643 94.6

20,131,572 18,074,439 2,057,133 89.7

55,600 41,920 13,680 75.3

9,150,204 8,137,717 1,012,487 88.9

78,390 57,271 21,119 73.0

3,396,300 2,192,396 1,203,904 64.5

276,200 223,459 52,741 80.9

69,100 59,493 9,607 86.0

530,145 190,906 339,239 36.0

781,774 612,323 169,451 78.3

60,180,907 53,930,903 6,250,004 89.6

休日急患・小児夜間診療

介 護 保 険

競 輪

公 共 地 下 駐 車 場

合 計

交 通 災 害 共 済

母子寡婦福祉資金貸付

農 業 集 落 排 水

西 口 土 地 区 画 整 理

　　　　　　　　　　         　区分
会計別

国 民 健 康 保 険

老 人 保 健 医 療
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■ 住民の税負担状況（平成１７年３月３１日現在） 

予算額

Ａ 構成比 市民一人当り 一世帯当り Ｂ
収入率
 (B/A)

千円 千円 ％ 円 円 千円 ％

46,897,843 52,806,386 100.0 158,937 409,177 46,095,729 87.2

市 民 税 20,352,573 22,956,889 43.5 69,096 177,885 19,866,376 86.5

固 定 資 産 税 20,456,696 23,120,448 43.8 69,588 179,152 20,199,220 87.3

軽 自 動 車 税 258,971 286,517 0.5 862 2,220 259,869 90.6

市 た ば こ 税 1,810,747 1,830,291 3.5 5,509 14,182 1,830,157 99.9

特別土地保有税 20 149,196 0.3 449 1,156 100 0.0

事 業 所 税 1,428,846 1,474,000 2.8 4,437 11,421 1,381,158 93.7

都 市 計 画 税 2,589,990 2,989,045 5.6 8,996 23,161 2,558,849 85.6

市 税 総 額

収入済額

平成１６年度                　　        区分

税目

調定額

平成１７年３月３１日現在  住民数 ３３２，２４７人 （外国人含む） 
世帯数  １２９，０５５世帯 

税目別割合（調定額）

事業所税
2.8% その他

0.8%
市たばこ税
3.5%

都市計画税
5.6%

市民税
43.5%

固定資産税
43.8%

固定資産税

市民税

都市計画税

市たばこ税

事業所税

その他

調定額　５２，８０６，３８６千円

 

  用語解説  
固定資産税 ・・・ 土地、家屋、償却資産に対して課される税金。 
市民税 ・・・ 法人・個人の所得に対して課される税金。 
都市計画税 ・・・ 都市計画事業等にあてるため、市街化区域に所在する土地、家屋に対して課される税金。 
市たばこ税 ・・・ たばこに対して課される税金。 
事業所税 ・・・ 一定規模以上の事業所に対して課される税金。 
グラフ中のその他 ・・・ 軽自動車税、特別土地保有税。 
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■ 市債現在高（平成１７年３月３１日現在） 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 市有財産の現在高（平成１７年３月３１日現在） 
１．土地・建物（道路・水路を除く。）   ２．基金（積立基金） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
用語解説  
行政財産 ・・・ 庁舎、学校等の建物や敷地といった公用・公共のために使用されるもの。 
普通財産 ・・・ 行政財産以外の公有財産。 

金額　（千円）

総 務 債 3,464,685

民 生 債 1,592,498

保 育 所 債 967,277

衛 生 債 9,740,126

労 働 債 85,616

農 林 水 産 業 債 520,674

商 工 債 587,325

土 木 債 11,599,114

公 営 住 宅 債 1,057,692

消 防 債 62,054

教 育 債 6,550,435

義 務 教 育 債 7,171,512

普 通 債 合 計 43,399,008

同 和 対 策 債 33,865

減 税 補 て ん 債 13,529,849

臨 時 税 収 補 て ん 債 1,210,295

臨 時 財 政 対 策 債 9,541,961

そ の 他 合 計 24,315,970

67,714,978

一
般
会
計
債

区分

普
通
債

そ
の
他

一般会計債合計

金額　（千円）

40,870

344,167

468,900

255,990

13,887,107

23,995,955

38,992,989特別会計債合計

特
別
会
計
債

公 共 下 水 道 事 業 債

公 共 地 下 駐 車 場 事 業 債

農 業 集 落 排 水 事 業 債

西 口 区 画 整 理 事 業 債

水 道 事 業 債

区分

母子寡婦福祉資金貸付事業債

金額　（千円）

67,714,978

38,992,989

106,707,967総合計

区分

特別会計債合計

一般会計債合計

 面積
　　　　　㎡

価格
　　　千円

行政財産 2,490,423.24 208,513,825

普通財産 176,923.80 13,715,844

計 2,667,347.04 222,229,669

行政財産 679,113.41 66,784,074

普通財産 5,899.32 295,070

計 685,012.73 67,079,144

土
地

建
物

区 分 基金名 　　金　額　　　千円

財 政 調 整 基 金 2,850,763

り 災 救 助 基 金 6,730

福 祉 基 金 41,137

特別公共施設整備基金 0

公 共 施 設 整 備 基 金 1,699

商業振興施設整備基金 47,398

職 員 退 職 手 当 基 金 4,593,212

初 雁 公 園 整 備 基 金 266,193

緑 の 基 金 148,889

庁 舎 建 設 基 金 562,625

平 和 基 金 50,200

国民健康保険支払基金 103,618

交 通 災 害 共 済 基 金 13,050

介護保険給付費準備基金 607,563

計 9,293,077
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■ 財政指数等比較（普通会計決算） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経常収支比率 は、 
経常一般財源が経常的経費に使われ

た割合で、比率が高いほど財政構造の

弾力性に欠けるとされます。 

 

 

公債費負担比率 は、 
公債費に使われた一般財源の

一般財源総額に対する割合で、

比率が高いほど公債費による財

政負担が大きくなります。 

 

 
 
積立基金 は、 
年度間の財源調整や特定

の目的のために、資金を積

立てるもので、市の「貯

金」。 
積立額が多いほど財源に

余裕があると言えます。 

＊ 一般財源 ＝使途が特定されず、どのような経費にも使用することができる財源。 

＊ 経常一般財源 ＝市税など経常的な一般財源。 

＊ 経常的経費 ＝職員人件費、施設の維持管理費、扶助費、公債費など経常的な経費。 

経常収支比率（％）

80.1
81.3

84.0 83.3

87.4

74.5

76.7 77.5

80.7
80.1 80.2

83.9 83.6 84.6

87.4

70

75

80

85

90

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

川越市 埼玉県内市町村平均 全国市町村平均

公債費負担比率　（％）

12.5 12.2 12.2 12.4 12.6

17.5

9.3 9.1
10.2 10.7 10.5

16.3 16.3 16.7 17.3

5

10

15

20

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

川越市 埼玉県内市町村平均 全国市町村平均

35,210

47,727

90,378

26,328

43,085

86,033

24,577

43,369

86,453

24,195

38,970

81,868

川越市
26,543

県内
36,215

全国
78,593

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

積立基金現在高（住民一人当たり　円）

川越市 埼玉県内市町村平均 全国市町村平均
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積立基金現在高、地方債現在高、債務負担行為額については、それぞれ各年度３月３１日現在の住民基本台帳人口にて 
住民一人当たりの額を算出。 
 
  用語解説  
普通会計 ・・・ 国の指定統計調査である地方財政状況調査の対象となる会計で、主に市税を原資として経理される。 

川越市の場合、一般会計及び休日急患・小児夜間診療事業、母子寡婦福祉資金貸付事業、西口土地区画 
整理事業の３特別会計がこれに当る。普通会計以外の会計は公営事業会計として区分される。 

地方債現在高 は、 

過去に借り入れた地方債

の未償還元金で、額が多い

ほど将来の財政負担が大

きくなります。 

＊ 地方債＝地方公共団体が建設事業などを行なう際に借り入れる借金で、財政負担の平準化や世代間負担の公平化が 

図れるが、将来の財政負担となる。 

 

債務負担行為額 は、地方公共団体が負っている債務（地方債等を除く）のうち、翌年度以降に支出が予定さ
れているもので、額が多いほど将来の財政負担が大きくなります。 

203,569

233,472

462,187

200,159

228,715

463,755

203,505

231,690

468,696

209,435

239,730

474,428

川越市
221,106

県内
254,067

全国
483,406

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度

地方債現在高（住民一人当たり　円）
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63,631

67,531

59,954

59,564

69,728

58,739

59,150

64,915

55,504

61,881
63,076

52,696

川越市
62,979
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54,121

全国
53,032
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52,000
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62,000
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川越市 埼玉県内市町村平均 全国市町村平均
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水道事業の業務状況 
（平成 17年 3月 31日） 

 
１ 事業の概要 
 市民生活にとって水道水は、必要不可欠な存在です。水道水を市民の皆様に
安定的に供給するために、平成 16年度も老朽化した施設の更新や改良を計画的
に進めてまいりました。  
 なお、15年度から 5ヵ年の継続事業として浄水場の整備事業（主に機械･電気
設備の更新）を実施しております。 
 平成 16年度に実施いたしました建設事業の主な内容は以下のとおりです。 
（１）浄水場整備事業 
     霞ヶ関第二浄水場更新事業  自家発電設備更新・電気設備更新 
                   ポンプ設備更新 
     中福受水場更新事業     自家発電設備更新 
                   自家発電設備棟新築 
（２）その他の建設改良事業 
     配水管の新設改良事業      １５，０５９ｍ 
 
 次に業務の執行状況につきましては、主なものでは給水装置の新設工事件数
は年１，５７０件を予定していたところ上半期８９２件、下半期９５８件、計
１，８５０件（１１７．８％）を行い、配水量は年間予定４１，９６３千㎥に
対し、上半期２１，７２３千㎥、下半期２０，４０９，千㎥、計４２，１３２
千㎥（１００．４％）となりました。 
 一方、経営面においては、水道事業収益の予算額６，８１３，０１０千円に
対し７，０７２，２５５千円（１０３．８％）の収益をあげ、水道事業費用に
おいては、予算額６ ,２９７，６６１千円に対し、６ ,１９５ ,６０７千円
（９８．４％）の執行があり、収入支出差引８７６，６４８千円となりました。
 税抜き損益ベースでは、８０３，３７８千円の純利益が発生しましたので、
前年度から繰り越した６４３，０１８千円と合算した１，４４６，３９６千円
を当年度未処分利益剰余金として計上しました。              
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浄水場別配水量（10月～３月）      口径別使用水量（10月～３月） 
浄 水 場 配水量（㎥）

郭町浄水場 125,680
新宿浄水場 285,950
霞ヶ関第一浄水場 123,150
今福浄水場 161,950
伊佐沼浄水場 192,430
仙波浄水場 1,098,750
霞ヶ関第二浄水場 4,834,760
中福受水場 13,586,210

合  計 20,408,880
 
給水工事件数（10月～３月） 
給水工事 件数（件） 

新設工事 958
改増設工事 942
合  計 1,900

 
 

種  別 使用水量（㎥）
Ø １３ 3,736,436
Ø ２０ 11,711,341
Ø ２５ 897,136
Ø ３０ 542,346
Ø ４０ 548,775
Ø ５０ 557,409
Ø ７５ 598,259
Ø １００ 381,832
Ø １５０ 145,573
公衆浴場用 5,371
臨時用 240
プール用 3,578
合  計 19,128,296
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２ 経理の状況（平成１６年度） 
（１）収益的収入及び支出 
収入                        （単位：千円） 
科 目 予算現額Ａ 収入済額Ｂ B―A 執行率％ 

営 業 収 益 6,779,147 7,033,229 254,082 103.7 
営業外収益 33,843 38,745 4,902 114.4 
特 別 利 益 20 281 261 1,405.0 

計 6,813,010 7,072,255 259,245 103.8 
 
支出                           （単位：千円） 
科 目 予算現額Ａ 支出済額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

営 業 費 用 5,705,082 5,611,748 0 93,334 98.3
営業外費用 573,824 573,556 0 268 99.9
特 別 損 失 18,755 10,303 0 8,452 54.9
予 備 費 0 0 0 0 0

計 6,297,661 6,195,607  0 102,054 98.3
 
（２）資本的収入及び支出 
収入                       （単位：千円） 
科 目 予算現額Ａ 収入済額Ｂ B－Ａ 執行率％ 

企 業 債 649,000 649,000 0 100.0 
資本剰余金 234,910 257,112 22,202 109.4 
固定資産売却代金 196 418 222 213.2 

計 884,106 906,530 22,424 102.5 
 
支出                           （単位：千円） 
科 目 予算現額Ａ 支出済額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

建設改良費 2,120,913 1,821,288 241,119 58,506 85.8
企業債償還金 602,966 602,961 0 5 99.9
予 備 費 1,000 0 0 1,000 0

計 2,724,879 2,424,249 241,119 59,511 88.9
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平成１７年度 予算の概況 
 
上水道予算の概況 
１．収益的収入及び支出 

収     入 
第１款 水道事業収益     ６，８５４，５４０千円 
第1項 営業収益      ６，８２４，６４９千円 
第2項 営業外収益        ２９，８７１千円 
第3項 特別利益             ２０千円 

 
支     出 

第１款 水道事業費用     ６，６１４，４０９千円 
第１項 営業費用      ５，９０４，９２２千円 
第２項 営業外費用       ６７２，００６千円 
第３項 特別損失         ３３，４８１千円 
第４項 予備費           ４，０００千円 

 
２．資本的収入及び支出 

収     入  
第１款 資本的収入        ７５９，５８１千円 
第１項 企業債         ５７３，０００千円  
第２項 資本剰余金       １８６，５７１千円 
第３項 固定資産売却代金         １０千円 

 
支     出 

第１款 資本的支出      ３，２９２，９６１千円 
第１項 建設改良費     ２，０３７，５８４千円 
第２項 企業債償還金    １，２５４，３７７千円 
第３項 予備費           １，０００千円 

 
資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額２，５３３，３８０千円は、
当年度消費税資本的収支調整額８２，７８７千円、減債積立金５５０，０００
千円、建設改良積立金２００，０００千円及び過年度分損益勘定留保資金 
１，７００，５９３千円で補てんするものとする。 
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公共下水道事業の業務状況 
（平成 17年 3月 31日） 

 
１ 事業の概要 
 市民生活にとって下水道は、生活環境の改善及び公衆衛生の向上と、市街地におけ
る浸水の防除をはじめとした都市基盤であるとともに、河川等の水質を保全するため
にも重要な施設です。  
 このような下水道施設の整備拡充のため、平成 16 年度も施設整備を計画的に推進
するとともに、老朽化した施設の更新や改良を進めてまいりました。 
平成 16年度に実施いたしました建設事業の主な内容は以下のとおりです。 
（１）公共下水道施設拡張費     １，０８３，１１６千円 
     汚水及び雨水管渠の布設       ２，５１９ｍ 
     雨水ポンプ場築造             ２箇所 

（向イ地区・岸町３号は躯体のみ） 
（２）公共下水道施設改良費       ４６１，２７７千円 
     処理場、ポンプ場及び管渠改修工事 

 その他事業の概況は以下のとおりです。  
 
下水道使用料の状況（過年度分含む） 
 区  分 調定額（千円） 収入額（千円） 収入率（％）
１５年度実績 3,153,396 2,642,176 83.8
１６年度実績 3,209,048 2,695,962 84.0
前 年 対 比 1.8 2.0 0.2

 
下水道受益者負担金の状況（過年度分含む。△は減） 
 区  分 調定額（千円） 収入額（千円） 収入率（％）
１５年度実績 89,942 79,645 89.5
１６年度実績 54,769 46,292 84.5
前 年 対 比 △39.1 △41.9 △5.6

 
下水道整備の状況 
整備人口（人） 普及率（％） 現在整備面積（ha） 整備率（％） 整備管渠延長（㎞） 

市街化区域 3,171 98.6280,794 84.5 
調整区域 591 19.0

865.3 
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滝ノ下終末処理場の状況 
年間処理水量（㎥／年） 晴天時の日平均処理水量（㎥／日） 

21,823,721 51,232 
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２ 経理の状況（平成１６年度） 
（１）収益的収入及び支出 
収入                    （単位：千円 △は減） 
科 目 予算現額Ａ 収入済額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 

営 業 収 益 3,332,692 3,341,677 8,985 100.2 
営業外収益 2,175,093 2,126,358 △48,735 97.7 
特 別 利 益 20 104 84 520.0 

計 5,507,805 5,468,139 △39,666 99.2 
 
支出                           （単位：千円） 
科 目 予算現額Ａ 支出済額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

営 業 費 用 4,349,693 4,240,669 0 109,024 97.4 
営業外費用 1,074,424 1,073,962 0 462 99.9 
特 別 損 失 3,773 3,449 0 324 91.4 
予 備 費 4,000 0 0 4,000 0 

計 5,431,890 5,318,080  0 113,810 97.9 
 
（２）資本的収入及び支出 
収入                       （単位：千円） 
科 目 予算現額Ａ 収入済額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 

企 業 債 1,029,800 923,900 △105,900 89.7 
他会計借入金 0 0 0 － 
資本剰余金 530,523 577,441 46,918 108.8 
固定資産売却代金 10 0 △10 0 

計 1,560,333 1,501,341 △58,992 96.2 
 
支出                           （単位：千円） 
科 目 予算現額Ａ 支出済額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％ 

建設改良費 1,957,844 1,814,379 57,924 85,541 92.6 
企業債償還金 1,319,405 1,319,402 0 3 99.9 
予 備 費 1,000 0 0 1,000 0 

計 3,278,249 3,133,781 57,924 86,544 95.5 
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平成 17年度 下水道予算の概況 
１． 収益的収入及び支出 

収     入 
第１款 下水道事業収益      ５，４７０，９６２千円       
第１項 営業収益        ３，３２０，５０６千円 
第２項 営業外収益       ２，１５０，４３６千円 
第３項 特別利益               ２０千円 

 
支     出  

第１款 下水道事業費用      ７，７４４，４２０千円 
第１項 営業費用        ４，３５９，２４６千円 
第２項 営業外費用       １，０１６，９１２千円 
第３項 特別損失        ２，３６４，２６２千円 
第４項 予備費             ４，０００千円 

 
２． 資本的収入及び支出 

収     入 
第１款 資本的収入        １，７５５，４１８千円 
第１項 企業債         １，２７２，７００千円 
第２項 資本剰余金         ４８２，７０８千円 
第３項 固定資産売却代金           １０千円 

 
支     出 

第１款 資本的支出        ３，４１４，６３０千円 
第１項 建設改良費       ２，１１５，６７０千円 
第２項 企業債償還金      １，２９７，９６０千円 
第３項 予備費             １，０００千円 

 
資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，６５９，２１２千円は、
当年度消費税資本的収支調整額６９，００９千円、過年度分損益勘定留保資金
４１４，０３５千円及び当年度分損益勘定留保資金１，１７６，１６８千円で
補てんするものとする。  

 


